
（ ）

当初予算＋補正予算に対す
る執行額の割合（％）

- - 61%

一般会計

根拠法令
（具体的な

条項も記載）

平成三十二年東京オリンピック競技大会・東京パラリン
ピック競技大会特別措置法（平成27年法律第33号）

主要政策・施策

-

実施方法

26年度

東京オリンピック・パラリンピック競技大会推進本部経費 担当部局庁 内閣官房副長官補 作成責任者

事業開始年度

直接実施、委託・請負

担当課室
東京オリンピック競技大会・東京パラ
リンピック競技大会推進本部事務局

内閣参事官　谷口眞司

事業名

会計区分

29年度

-

翌年度へ繰越し -

計

28年度

その他の事項経費

-

事業概要
（5行程度以
内。別添可）

30年度要求

予算
の状
況

27年度

東京オリンピック競技大会・東京パラリンピック競技大会推進本部の運営及び大会成功に向けた取組の推進・総合調整を行う。また、日本全国でオリンピッ
ク・パラリンピック成功に向けた機運を高めるためにホストタウンによる地域活性化や国際交流の推進、オリパラアンバサダー（仮称）の導入等ボランティア
人材の育成普及、「beyond 2020 プログラム」の全国展開を行うとともに、基本方針の推進に関する調査等の取組を行う。

300 -

-

- -

- -

-

-

補正予算

予備費等

当初予算 576

--

0

平成２８年度
事業終了

（予定）年度
平成３２年度

主要経費

事業の目的
（目指す姿を簡
潔に。3行程度

以内）

2020年東京オリンピック競技大会・東京パラリンピック競技大会が世界中の多くの人々が夢と希望を分かち合える歴史に残る大会となるよう、大会成功に向
けた準備及び運営に関する施策の重点的・計画的な推進を図る。

前年度から繰越し - -

平成２９年度行政事業レビューシート 内閣官房

執行額

0 0 876 576 895

0 533

執行率（％） - - 61%

2020年東京オリンピック競技大会・東京パラリンピック競技大
会の準備及び運営に関する施策の推進を図るための基本方
針（平成27年11月27日閣議決定）(以下、オリパラ基本方針と
呼ぶ）

- -

576 895

関係する計画、
通知等

127

60

28

11

4

576

4

895

事業番号 0019

2020年東京オリパラ

29年度当初予算

346

予算額・
執行額

（単位:百万円）

歳出予算目

重要政策基礎調査委託費

庁費

職員旅費

非常勤職員手当

委員等旅費

その他

計

平成29・30年度
予算内訳

（単位：百万円）

主な増減理由

「新しい日本のための優先課題推進枠」373
・東京大会の開催が直前に迫る中、平成30年度においては、関係機
関と連携しさらに準備を加速させていく必要があり、業務量が増えるこ
とによる諸経費や機運醸成に係る経費の増によるもの。

30年度要求

598

171

58

46

18



　チェック

29年度
活動見込

30年度
活動見込

1

1

-

1

根拠として用いた
統計・データ名

（出典）
-

年度

定性的な成果目標と26～28年度の達成状況・実績

単位当たり
コスト

算出根拠

当初見込み

回

計算式 　　/

-

26年度 27年度 28年度
活動指標及び

活動実績
（アウトプット）

活動指標

- -

定量的な目標
が設定できな
い理由及び定
性的な成果目

標

達成度 ％

-

29年度活動見込

- - -

活動実績

28年度

-

単位

-

オリパラ基本方針に基づく関連施策とその進捗状況に
ついての公表

単位

オリパラ基本方針に基づ
き、関連施策とその進捗状
況については、「大会に向
けた政府の取組」として定
期的に公表する。

-目標値

- 1

- -

実績

定量的な目標が設定できない理由

-

回

代替目標

-

代替指標
中間目標

-

％

成果目標及び成果実績（アウトカム）欄についてさらに記載が必要な場合はチェックの上【別紙１】に記載

-

当事務局の所掌事務は、オリパラ特措法上、「大会の円滑な準備
及び運営に関する施策で重要なものの企画及び立案並びに総合
調整に関すること。」であり、具体の事務を有していないため定量
的な目標設定はなじまない。

事業の妥当性
を検証するた
めの代替的な
達成目標及び

実績

-

中間目標
定量的な成果目標

単位

／

単位当たり
コスト

成果実績

目標値

成果指標 単位

-
成果目標及び

成果実績
（アウトカム）

定
量
的
な
成
果
目
標
の
設
定
が
困
難
な
場
合

-

オリパラ基本方針を着実に
実施する。

1

- 1 1

-
26年度 27年度 28年度

大会の円滑な準備及び運営を着実を進める。オリパラ基本方針に基づく関
連施策とその進捗状況については、平成28年1月と10月にそれぞれ公表して
いる。なお、当事務局の26～27年度予算はない。

- -

- - - -

-

-

27年度

-

-

-

-

26年度 27年度 28年度
目標最終年度

- -

-

- -

-

- -

-

-

達成度

-

-

年度 年度

目標最終年度

年度

- 1 1

26年度



-

事業番号 事業名所管府省名

○

再委託に係る業務については、「公共調達の適正化につい
て」に基づき審査を行い、適正かつ合理的なものとなってい
る。

オリパラ特措法上、オリパラ推進本部の役割として、基本方
針の実施の推進、大会の円滑な準備及び運営に関する施策
で重要なものの企画及び立案並びに総合調整を行うこととさ
れている。そのため、基本方針を着実に実施することは地方
自治体や民間等には委ねることができず、当事務局にて行う
必要がある。

○

評　価項　　目

オリパラ特措法における大会の円滑な準備及び運営に関す
る施策で重要なものの企画及び立案並びに総合調整に関す
る事業であり、オリパラに向けた準備を着実に進めるという
ニーズを的確に反映している。

活動実績は見込みに見合ったものであるか。

○

東京大会に関する施策の重点的・計画的な推進のため、実
施する調査等は基本方針の実施に不可欠であり、内閣官房
として実施する必要がある分野に限るなど、真に必要な調査
等に限定している。

‐

改善の
方向性

引き続き、当該事業の必要性を精査するとともに、契約における競争性の確保や早期の契約締結の促進などにより、予算の効率的な執行に努
める。

国費投入の必要性、事業の効率性及び事業の有効性のいずれの観点からも、効果的・効率的に実施されている。

‐

ウェブサイトに掲載する等、情報提供を行っている。

不用率が大きい場合、その理由は妥当か。（理由を右に記載）

-

事業実施に当たって他の手段・方法等が考えられる場合、それと比較してより効果
的あるいは低コストで実施できているか。

東京大会に関する施策の重点的・計画的な推進のために必
要な調査等であり、他の手段・方法等は考えられない。

関連する事業がある場合、他部局・他府省等と適切な役割分担を行っているか。（役
割分担の具体的な内容を各事業の右に記載）

○

○

事
業
の
効
率
性

その他コスト削減や効率化に向けた工夫は行われているか。

○

支出先の選定にあたっては、一般競争入札等を適正に実施
している。
１社応札については、参考見積書の提出の有った者に応札
しなかった理由を確認したところ、第2次補正予算における調
査（試行プロジェクト）において、実質的な実施期間が短期間
であったことと、実施者（再委託）への支払いを一時的にとは
いえ受託者が負担することから、年度末の資金繰りが厳しく
なったため応札しなかったとの事であった。

資金の流れの中間段階での支出は合理的なものとなっているか。

有

単位当たりコスト等の水準は妥当か。

オリパラ特措法における大会の円滑な準備及び運営に関す
る施策で重要なものの企画及び立案並びに総合調整に関す
る事業であり、政策目的の達成手段として必要かつ適切な
事業であるとともに、優先度も高い事業である。

-

事業の目的は国民や社会のニーズを的確に反映しているか。

○

‐

○

一般競争契約、指名競争契約又は随意契約（企画競争）による支出のうち、一
者応札又は一者応募となったものはないか。

競争性のない随意契約となったものはないか。

当該事業の必要性を精査し、コスト削減に努めた。

大会状況に関する進捗状況の設定であり、妥当である。

○

整備された施設や成果物は十分に活用されているか。

関
連
事
業

○

事
業
の
有
効
性

成果実績は成果目標に見合ったものとなっているか。

大会状況に関する進捗状況の設定であり、妥当である。

点
検
・
改
善
結
果

費目・使途が事業目的に即し真に必要なものに限定されているか。

○

一般競争入札による調達により、入札差額が生じたため。

受益者との負担関係は妥当であるか。

地方自治体、民間等に委ねることができない事業なのか。

政策目的の達成手段として必要かつ適切な事業か。政策体系の中で優先度の高い
事業か。

競争性が確保されているなど支出先の選定は妥当か。　

評価に関する説明

無

○

点検結果

-

国
費
投
入
の
必
要
性

事業所管部局による点検・改善

繰越額が大きい場合、その理由は妥当か。（理由を右に記載） ‐



-

-

新28-0001

-

-

-

-平成25年度 平成26年度 平成27年度

平成23年度

外部有識者の所見

平成24年度

アウトカムとして定量的な目標が設定できないとされているが、基本方針推進の総合調整という使命を帯びている立場からは、例えば別途に公表されている各取
組の「工程表」(平成28.10)に記載された各事項が、各年度末までに、全体としてどの程度「予定通り」に進捗するか、といった数値目標(率)を掲げ、各取組主体の
注意を喚起しつつ計画の推進を図るといった方策も考えられるように思う。

外部有識者の所見を踏まえ、更なる適切な目標設定がでないか、引き続き検討に努める。
また、行政事業レビュー推進チームの所見を踏まえ、適切な予算執行に努める。概算要求にあたっては、必要性、有効性、効率性等を勘案し、真
に必要な経費を計上した。

関連する過去のレビューシートの事業番号

平成28年度

現
状
通
り

引き続き、効果的･効率的な事業の実施に努めることとし、効率的に執行した実績を概算要求に反映させること。
特に、補正予算相当額を不用額としていることから、予算要求にあたっての所要額について充分に精査するとともに、予算執行段階にあっては計
画的な執行に努めること。
また、外部有識者の所見を踏まえ、数値目標の設定について検討すること。

行政事業レビュー推進チームの所見

備考

現
状
通
り

平成22年度

所見を踏まえた改善点/概算要求における反映状況



※平成28年度実績を記入。執行実績がない新規事業、新規要求事業については現時点で予定やイメージを記入。

資金の流れ
（資金の受け取
り先が何を行っ
ているかについ
て補足する）

（単位：百万円）

【一般競争契約（総合評価）】

beyond2020プログラムの推進

【再委託】

接遇・心のバリアフリー理解促進

ユニバーサルデザインの社会づくりに

向けた調査・試行プロジェクトの実施

【一般競争契約（総合評価）】

【一般競争契約（最低価格）】

ホストタウンの推進に関する調査

【一般競争契約（総合評価）】

【一般競争契約（総合評価）】

オリパラ基本方針の推進にあたり、文

化に関する試行プロジェクトの実施

内閣官房
５３３百万円

A.独立行政法人日本貿易振興機構

３３７百万円

F.民間企業等（３２者）

２８３百万円

B.株式会社日本リサーチセンター

２１百万円

G.民間企業等（４者）

１０百万円

C.三菱ＵＦＪリサーチ＆コンサルティング株式会社

１５百万円

D.株式会社電通

１０百万円

E.社会システム株式会社

５百万円

【再委託】



　チェック

10

その他

金　額
(百万円）

A.独立行政法人日本貿易振興機構

報告書等 0.1

謝金 委員等

印刷製本費

職員の旅費 0.2

費目・使途
（「資金の流れ」に
おいてブロックご
とに最大の金額

が支出されている
者について記載
する。費目と使途
の双方で実情が
分かるように記

載）

一般管理費、消費税等

旅費

諸謝金 審査員への謝金 1 補助員人件費 スタッフ

0.4

10

人件費
プロジェクトマネージメント、全体とりまとめ
等

試行プロジェクトの実施分

34 人件費

使　途

再委託費

一般管理費等

0.2

12 その他 2

8

補助員人件費 スタッフ

B.株式会社日本リサーチセンター
金　額

(百万円）

283

試行プロジェクトの審査、進捗管理、全体ま
とめ

0.3

費　目 使　途

6

計 337 計 21.2

旅費 講師、職員等 2.1 人件費 beyond2020プログラム事務局運営費等

金　額
(百万円）

費　目 使　途
金　額

(百万円）

委員等

再委託費
試行プロジェクト実施事業者への再委託経
費（32事業者）

費　目

旅費

C.三菱ＵＦＪリサーチ＆コンサルティング株式会社 D.株式会社電通

費　目 使　途

1 役務 手話通訳等

0.2

謝金 講師、通訳 1.3

借料及び損料 展示会出展両 0.4

外注費 車いすスポーツ体験教室の準備運営等 1.7

印刷製本費 パンフレット等印刷費

その他諸経費 通訳等 0.9

人件費 推進調査に係る人件費 6

その他 一般管理費、消費税 2.1

計 14.7 計 10

人件費 スタッフ 1 人件費 スタッフ 2

使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）

その他 一般管理費、消費税等 3 物品・役務費 会場設営等 4

謝金

0.2

旅費 委員等 0.1

委員等 0.4 再委託費 試行プロジェクトに係る経費 2

借料 会場、車いすレンタル 0.2 諸謝金 出演料等 1

0研修資料等

計 4.9

費　目 使　途

0.1旅費 スタッフの出張

人件費 スタッフ 3

役務

計

謝金

役務

借料 会場借料等 0.1

E.社会システム株式会社 F. 株式会社ワコールアートセンター

費　目

費目・使途欄についてさらに記載が必要な場合はチェックの上【別紙２】に記載

その他 一般管理費、消費税等 0.7

10

金　額
(百万円）

G.株式会社ミライロ

費　目 使　途
金　額

(百万円）

調査モニター

機材運送等 0.2

手話通訳等

印刷製本費

H.

0

その他 消費税

計 4.1 計 0

1



支出先上位１０者リスト

A.

B

C

D

E

F

共栄印刷株式会社 4150001009294
文化に関する試行プロジェ
クト経費

10 - - - -

鳥羽商工会議所 5190005005310
文化に関する試行プロジェ
クト経費

10 - - - -

株式会社ハレ 4010001165093
文化に関する試行プロジェ
クト経費

10 - - - -

竹田市 9000020442089
文化に関する試行プロジェ
クト経費

10 - - - -

森ビル株式会社 1010401029669
文化に関する試行プロジェ
クト経費

10 - - - -

一般社団法人日本
ファッション・ウィーク
推進機構

5011005003552
文化に関する試行プロジェ
クト経費

10 - - - -

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式等
入札者数

（応募者数）
落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

社会システム株式会
社

1013201015327
接遇・心のバリアフリー理
解促進調査

5
一般競争契約
（総合評価）

4 40.8％ -

株式会社電通 4010401048922
beyond2020プログラム事務
局運営費等

10
一般競争契約
（最低価格）

3 31％ -

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式等
入札者数

（応募者数）
落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

独立行政法人日本
貿易振興機構

1

入札者数
（応募者数）

落札率契約方式等

一般競争契約
（総合評価）

2 99％

法　人　番　号

2010405003693 337

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

-
オリパラ基本方針の推進に
あたり、試行プロジェクトの
実施

93.3％1

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式等
入札者数

（応募者数）
落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

株式会社日本リサー
チセンター

5010001062587
ユニバーサルデザインの社
会づくりに向けた調査・試
行プロジェクトの実施

21
一般競争契約
（総合評価）

1 -

1
三菱ＵＦＪリサーチ＆
コンサルティング株
式会社

3010401011971 ホストタウン推進調査 14
一般競争契約
（総合評価）

3 94.6％ -

1

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式等
入札者数

（応募者数）
落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

1

2

3

1

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式等
入札者数

（応募者数）
落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

6

7

4

5

株式会社中日新聞
社

4180001037961
文化に関する試行プロジェ
クト経費

10 - - - -

株式会社ワコール
アートセンター

9010401031080
文化に関する試行プロジェ
クト経費

10 - - - -

10

8

9

株式会社JTBコーポ
レートセールス

7011101055132
文化に関する試行プロジェ
クト経費

10 - - - -

オイシックス株式会
社

6010701012329
文化に関する試行プロジェ
クト経費

10 - - - -

支　出　額
（百万円）

支　出　先 業　務　概　要



G

国庫債務負担行為等による契約先上位10者リスト

チェック

特定非営利活動法
人障害平等研修
フォーラム

3010805002179
ユニバーサルデザインの社
会づくりに向けた調査・試
行プロジェクトの実施

2 - - - -

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式等
入札者数

（応募者数）
落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

一般社団法人コ・イノ
ベーション研究所

4010605003310
ユニバーサルデザインの社
会づくりに向けた調査・試
行プロジェクトの実施

3 - - - -

支出先上位10者リスト欄についてさらに記載が必要な場合はチェックの上【別紙３】に記載

契　約　先
ﾌﾞﾛｯｸ
名

-

法　人　番　号 業　務　概　要
契約額

（百万円）
契約方式

入札者数
（応募者

数）
落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（契約額10億円以上）

1 - - - - - -

3

4

1

2

株式会社ミライロ 4120001144623
ユニバーサルデザインの社
会づくりに向けた調査・試
行プロジェクトの実施

4 - - - -

特定非営利活動法
人日本バリアフリー
観光推進機構

6010505002047
ユニバーサルデザインの社
会づくりに向けた調査・試
行プロジェクトの実施

2 - - - -
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